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事業譲受に関する契約締結事業譲受に関する契約締結事業譲受に関する契約締結事業譲受に関する契約締結のお知らせのお知らせのお知らせのお知らせ    

 

 

当社は、平成 23 年７月 14 日付「ビジネスオンライン株式会社の事業一部譲受に関する基本合

意契約締結のお知らせ」で公表いたしました、ビジネスオンライン株式会社の事業一部譲受に関

しまして、平成 23 年９月 30 日開催の取締役会において、事業譲渡契約書を締結することを決議

いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．事業譲受の理由 

当社は、「情報資産の銀行」という事業コンセプトを掲げ、顧客が有するさまざまな情報資産

を安全に保管・管理し、それらを有効的に活用するためのシステムを提案し提供することで、情

報資産の付加価値向上をはかり、明日の豊かな情報生活へ貢献することを企業理念として取り組

んでおります。 

今般、当社が譲受を行う事業は、ビジネスオンラインの会計クラウドサービス「ネット de 会

計」及び「ネット de 青色申告」に関する事業です。 

「ネット de 会計」は、簡単・リアルタイム・スピーディに帳簿入力や集計を行なうことがで

きる、中小企業向けのインターネット経理システムです。 

インターネットに接続できる環境があれば、いつでもどこでもすぐに利用でき、ソフトがイン

ターネット上にあることから、複数のパソコンや離れた場所でもリアルタイムの情報共有が可能

なクラウドサービスです。 

「ネット de 青色申告」は、個人事業主の方がインターネット上で簡単・安心・便利に青色申

告決算書まで作成することができるクラウド型の青色申告ソフトです。 

今回の事業譲受が実現することにより、当社の主たる事業の一つである情報資産プラットフォ

ームのバリエーションがさらに増えることに加えて、当社が既に提供する「給与明細電子化サー

ビス」との親和性が極めて高いことから、多くの中小零細企業又は個人事業主に対して、業務効



率向上とコスト削減を両立するクラウドをベースとした幅広なバックオフィスのソリューショ

ンを提供することが可能となります。 

また、今回の会計クラウドサービスに関する事業譲受は、現行のサービスを保持する形で行う

予定であり、既存の「ネット de 会計」及び「ネット de 青色申告」の顧客に対して、引き続き

当社がサービス提供しますが、当社のシステムに関する高いセキュリティと運用ノウハウを活用

することで、安全に且つ安心してご利用いただけるようになるとともに、譲り受け後は、当社が

システムの追加開発、営業・サポート等を行うことで、より一層の利便性と顧客満足の向上をは

かってまいります。 

当社は、情報資産プラットフォームのさらなる拡充をはかり、プラットフォーム上で展開され

る新たなビジネスや付加価値の創出を目指し、収益基盤の強化と企業価値の向上を推進してまい

ります。 

 

２．事業譲受の内容 

(1)譲受事業の内容       会計クラウドサービス「ネットde 会計」及び「ネットde 青色 

申告」事業並びに同事業に係る有形・無形固定資産、既存ユー 

ザー及び代理店（平成23 年６月末現在 直販約330 社、OEM 

500ライセンス）の営業権等） 

(2)譲受資産および負債の項目   会計クラウド事業に係る固定資産、備品、その他本事業の運

営・継続に必要な資産を承継する予定です。 

なお、負債は承継いたしません。 

(3)譲受価額および決済方法   譲受価額50百万円を現金にて支払います。 

 

３．事業譲受の日程 

平成 23 年７月 14 日  事業の一部譲受に関する基本合意契約締結 

平成 23 年９月 30 日  事業譲渡契約締結 

平成 23 年９月 30 日  事業譲受け期日 

 

４．相手先の概要 

(1)商号         ビジネスオンライン株式会社 

(2)代表者        代表取締役 藤井 博之 

(3)本店所在地      東京都中央区日本橋浜町２丁目３３番７号浜町プログレスビル２階 

(4)設立年月日      平成 12 年３月 15 日 

(5)主な事業内容     業務ソフトウェアの ASP/SaaS サービス 

クラウド技術によるソフトウェアの開発・販売・保守 

ソフトウェアの受託開発 

(6)資本金        9,900 万円 

(7)当社との関係 

①資本関係        該当事項はありません。 

②人的関係        該当事項はありません。 



③取引関係        該当事項はありません。 

④関連当事者       該当事項はありません。 

 

５．会計処理の概要 

取得により「のれん」が発生した場合には、今後一定期間で償却する予定であります。 

 

６．今後の見通し 

本件が、現時点において当期以降の業績に与える影響は軽微であり、今後、業績予想の修正の

必要が生じた場合は、速やかに開示させていただきます。 

 

以上 

 


